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研究成果の概要（和文）：　本研究の目的は、我が国の学士課程教育において機関レベルで分化が進行する学習の実態
と政府が進めようとする研究の規模に応じた機能別分化との間の整合性を確認することにある。
　全国調査を用いた量的研究では、我が国の国立大学工学部に10.1%の主体的学習者が存在し、主体的学習者の機関間
分布と大学院の規模との間に関連性がないことが明らかになった。
　また、日米の先進的教育に関する質的研究では、大学関係者が、小規模、学科のない柔軟な構造、平等な人間関係、
メンバーの文化的統合、企業との協力関係といった組織の特性を重視していることがわかった。その特性が主体的に行
動するエンジニアの育成を可能にしている。

研究成果の概要（英文）：This project demonstrates nation-wide inconsistencies between the functional 
differentiations based on learning types at the undergraduate level and those promoted by the government 
on the basis of the scale of graduate education.
The results of a quantitative study reveal that only 10.1% of undergraduate engineering students in 
national universities are highly motivated, and that they are distributed equally between institutions, 
independent of institutional size and student selectivity.
A qualitative study about leading-edge teaching practices in Japan and the U. S. illustrates that both 
faculty and university administrators recognize that certain organizational characteristics, such as 
restricted enrollment, flexible structure without departmental divisions, collegial relationships, strong 
integration of organization culture, and collaborative linkages with industry, can be essential and 
advantageous to the effective fostering of self-motivated engineers in undergraduate programs.
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１．研究開始当初の背景 
近年、先進諸国の大学は、経済のグローバ
ル化、知識基盤社会への移行、成長の鈍化、
政府による統制の強化といった新しい環境
に直面している。本研究は、我が国の大学が
こうした変化に適応し、その中で国際競争力
を向上させようとするとき課題となる次の
３点に着目する。すなわち、1)国家システム
における効果的な機能別分化、2)機能別サブ
グループの適正な規模、3)高い教育効果をも
たらす機関レベルのマネジメントである。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、学士課程教育で進行して
いる学習タイプによる機能別分化の実態を
把握し、学士課程教育を中心とした機能別分
化を、学習内容と規模との両面から、検討す
ることにある。 
機関を単位とする研究機能に応じた従来
の機能別分化では、学士課程教育が大学院の
規模に従って配列されることになる。それが
学士課程教育の運営の効率を高め、全国的な
学士課程教育の活性化を促進するという明
確な根拠は今のところ見当たらない。そこで、
政府が進めようとする機能別分化の妥当性
を、一度、教育機能の観点から検証する必要
がある。 
 
３．研究の方法 
本研究は、マクロな高等教育システムの現
状とミクロな教育実践とを結びつける試み
であり、必然的に、多くのデータと変数を扱
う。過度の抽象化、一般化を避け、分析結果
にできる限り、経営者の思想や学習者の成長
過程といった、具体的かつ象徴的な教育現場
のリアリティを反映させるため、対象とする
分野を理工系に限定し、国内の機関を国立大
学に限定する。 
研究方法は、量的研究と質的研究に分かれ
る。量的研究では、東京大学、大学経営・政
策研究センターが 2007 年に実施した「全国
大学生調査」を用いて、国立大学工学部にお
ける学習タイプのセグメントを分析する。質
的研究では、文理融合の成功で注目されてい
る革新的教育のケーススタディを行う（表
１）。データは教育の開発に取り組む国内 13
人、海外 28 人の大学関係者へのインタビュ
ー調査から得た。これには学生、教員、事務
職員、経営者、学外のパートナーが含まれる。 
 
表１ ケースのプロファイル 

出典：藤墳 2014b 

 

４．研究成果 
(1) 量的研究について 
在学中の学習目標及び自主学習の時間数
を変数とするクラスター分析によって、国立
大学工学部では学生の 10.1%が「主体的学習
者：知識探求型」であることが明らかになっ
た（表２）。ここで言う主体的学習者とは、
強い学習動機を持ち、学習に深くコミットし
た熱心な学生を意味する。 
 
表２ 学習タイプとセグメントの規模（国立大学工学部） 

 

出典：藤墳 2013c 

 
図１は、上の分析で分類された４つの学習
タイプの機関別分布を示す。機関は入試難易
度にしたがってソートした。「主体的学習
者：知識探求型」はどの機関においても少数
の集団であり、「主体的学習者：知識探求型」
の構成比と入試難易度の間に明確な対応関
係はみられなかった。同様に、大学院の規模
との間にも対応関係はなかった。 
 

 
出典：藤墳 2013c 

図１ 主体的学習者の機関間分布（国立大学工学部） 

 
(2) 質的研究について 
次に、学士課程教育における主体的学習者
の育成と卒業者が取り組む職場の課題解決
についてケーススタディを行った。ケースと
して採用した「プログラム（Program）」「ク
リニック（Clinic）」「スコープ（SCOPE）」「公
募型卒業研究」は、社会のニーズに応じて開
発された革新的な教育実践である。 

**
在学中の
学習目標：
専門知識

**
在学中の
学習目標：
幅広い視野

**
学習時間：
授業準備

**
学習時間：
休暇中

N ％

1
主体的学習者：
知識探求型

0.117 0.187 7.59 19.17 436 10.1

2
主体的学習者：
授業中心型

0.076 0.119 24.53 10.24 352 8.2

3
消極的学習者：
意識先行型

0.593 0.636 5.72 3.57 1570 36.4

4
消極的学習者：
目的喪失型

-0.517 -0.575 3.54 2.45 1951 45.3

平均/合計 0.000 0.000 6.46 5.18 4309 100.0

（学習目標の数値はZ得点平均。学習時間の数値は時間数/週。）

  分散分析の結果,  *：5%水準で有意,  **：1%水準で有意。
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ケーススタディの目的は、現在、エンジニ
アに何が求められ、育成に何が重要で、主体
的に行動するエンジニアを育成している組
織の特性は何かを把握することにある。分析
の結果、次の３点が明らかになった。 
第１に、学外のパートナーとの共同教育が
大きな特徴であり、それらの実践は社会から
高く評価されていた。他の共通点として、テ
ィームティーチング、プロジェクト型学習が
あげられる。 
第２に、日本の卒業生に対する調査から、
実際の職務では開発者に対して状況認識力、
突破力、自己開発力が求められていることが
わかった。さらに、米国のケースでは、職務
経験によるこうした能力の習得がすでに学
士課程教育に組み込まれていた（図２）。 
第３に、米国のケースにみられる組織の共
通点は、オープンでフラットな設計にあった。
たとえば、学科構造がなく、職階など教員間
の上下関係は緩やかで、大学の教育方針の下
に教員が強く統合されていた。この文化的統
合は、理工系の専門教育とリベラルアーツ教
育という２つのリソースから、学生に幅広い
知識を提供するための重要な背景となって
いた。 
また、米国の機関はいずれも戦後に設立さ
れた小規模校で、古い伝統に拘束されること
なく、高い機動力を発揮していた。そのこと
は、たとえば、アカデミックなトレーニング
を強化するために企業と積極的に連携する
点によくあらわれている。今回取り上げた米
国のケースでは、このように、個々の大学が
それぞれの組織特性を活かして、新しい教育
の開発に取り組んでいた。 

出典：藤墳 2014b 
図２ スコープ（SCOPE）における職務経験のパッケージ化 

 
(3) まとめと結果の含意 
本研究の結果は次の３点に要約できる。す
なわち 1)主体的学習者の規模は約 10%であ
ること、2)主体的学習者の分布と機関の研究
機能との間に明確な関連性が認められない
こと、3)教育において高い成果を上げるには
小規模組織が有効であること。 
この結果に従えば、第１に、政府が外部資
金によってすぐれた学士課程教育の実践を
支援するとき、機関に対して配分したのでは
主体的学習者に資金が十分に行き渡らず効
率が悪いということがわかる。 

第２に、研究において高い成果を上げるに
は大規模研究大学が適しており、新しい教育
の開発には小規模教養系大学が適している
とすれば、論理的に、一つの大学が教育と研
究の双方同時に高いレベルのパフォーマン
スを達成することはきわめて困難である。た
とえ両立に成功したとしても、それは例外的
な希少ケースに留まる。 
図３にこの点をまとめた。大規模研究大学
の競争力は大学院における少人数教育にあ
る。米国では、学士課程教育プログラムが大
学院教育とは異なる使命と役割を担いつつ、
大学院教育への準備という重要な機会を提
供していた。また、大学院準備教育としての
学士課程教育は、組織の形態においても、学
生が習得する能力においても、多様化してい
ることがわかる（藤墳 2014a）。 
 

 
出典：藤墳 2014a 

図３ 教員/学生比率と知識の幅による大学教育の類型 

 
 第３に、機能別分化の地図によってこの学
士課程教育の多様化を捉えようとするとき、
従来の「学士課程教育/大学院教育」「教育機
能/研究機能」の２軸に加え、「入学者の選抜
性/入学後の学生の成長」という第３軸がど
うしても必要になる。この第３軸は学生を成
長させる組織的要因と深く関連している。た
とえば、機関規模、教員/学生比率、教育に
対する教員の意識がそこに含まれる。 
最後に、我が国の高等教育政策に対して本
研究の結果は次のことを示唆している。大学
の機能別分化は、単に予算配分における選択
と集中を加速させるための方便であっては
ならない。重要なのは、知識創造と人材育成
のバランスを国家レベルで比較することで
あり、それによる競争力の診断である。機能
別分化というアイディアは、この目的に従っ
て活用するとき最大の効果を発揮するだろ
う。 
米国では、教育に重点を置き、大学院を持
たない、小規模で、入学者の学力と卒業生の
進学率の高い大学が、社会のニーズに応じた
学際的な教育の開発において重要な役割を
果たしていた。学士課程教育の機能と規模に
着目した本研究の分析によって、そうしたグ
ループに属す機関が圧倒的に不足している
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我が国の現状が明らかになった。従って、今
後は高等教育システムレベルの教育開発力
が問われることになるだろう。変化し続ける
国際的環境に適応していくには避けて通れ
ない道である。 
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